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令和８年度原子力規制委員会における 

情報システム基盤の最適化に関する調査研究業務（令和７年度補正） 

に係る企画書募集要領 

 

１ 総則 

令和８年度原子力規制委員会における情報システム基盤の最適化に関する調査研究

業務（令和７年度補正）に係る企画競争の実施については、この要領に定める。 

 

２ 業務内容 

本業務の内容は、（別添１）「令和８年度原子力規制委員会における情報システム

基盤の最適化に関する調査研究業務（令和７年度補正）の概要及び企画書作成事項」

のとおりとする。 

 

３ 業務実施期間 

契約締結日より令和９年２月２６日までとする。 

 

４ 予算額 

業務の予算総額は、７４，４１８，０００円（消費税及び地方消費税額を含む。）

以内とする。 

 

５ 参加資格 

(１) 予算決算及び会計令（以下「予決令」という。）第 70条の規定に該当しない者

であること。なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締結のた

めに必要な同意を得ている者は、同条中、特別の理由がある場合に該当する。 

(２) 予決令第７１条の規定に該当しない者であること。 

(３) 原子力規制委員会から指名停止措置が講じられている期間中の者でないこと。 

(４) 令和０７・０８・０９年度環境省競争参加資格（全省庁統一資格）「役務の提

供等」において、「Ａ」、「Ｂ」、「Ｃ」又は「Ｄ」の等級に格付けされてい

る者であること。 

(５) 企画競争説明書において示す暴力団排除に関する誓約事項に誓約できる者であ

ること。 

(６) 組織の実績・資格等 

① 本業務を実施する組織（会社全体又は所属部門）において ISO27001（ＩＳＭ

Ｓ）の認証を取得、あるいはこれに相当する情報セキュリティマネジメントシ

ステムを有していること。 

② 本業務を実施する組織（会社全体又は所属部門）において ISO9001（ＱＭＳ）の

認証を取得、あるいはこれに相当する品質マネジメント体制を有しているこ

と。 

③ デジタル・ガバメント推進標準ガイドラインに基づく、情報システムの構築に

係る調査研究業務あるいは調達支援業務を実施した実績が複数件あること。 

(７) 従事者の実績・資格等 

① 本業務の責任者（以下「責任者」という。）として、以下の資格又は実績を有

すること。 

本業務と類似する中央省庁等の業務（複数が望ましい）において、調査研究に
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係るプロジェクト管理の経験があること。 

併せて、以下のいずれかの資格又は同等の能力を有すること。 

・ＰＭＩ（Project Management Institute：米国プロジェクトマネジメント協

会）が認定するＰＭＰ（Project Management Professional） 

・経済産業省が認定する情報処理技術者試験のプロジェクトマネージャ試験の合

格者 

なお、同等の能力を有することをもって当該要件を満たそうとする場合は、そ

の客観的な根拠を明確に示し、原子力規制庁の理解を得ることとする。 

② 本業務の担当者（以下「担当者」という。）として、以下の資格及び経験を有

している者を少なくとも 1 名配置すること。なお、1 名の担当者が複数の経験

を有していても良く、責任者が担当者と兼任する場合は、当該責任者が有して

いても良い。 

・本業務と類似する中央省庁等の業務（複数が望ましい）において、調査研究に

従事した実績 

・以下の資格のうち、いずれか一つ以上 

・情報処理技術者試験におけるシステムアーキテクト試験の合格者 

・情報処理技術者試験におけるＩＴストラテジスト試験の合格者 

・経済産業省推進資格のＩＴコーディネータの有資格者 

・以下の資格のうち、いずれか一つ以上 

・情報処理技術者試験における情報処理安全確保支援士試験の合格者 

・ＩＳＣ２（International Information Systems Security Certification

 Consortium）が認定する情報セキュリティ・プロフェッショナル認定資

格（ＣＩＳＳＰ） 

・情報通信技術専門家の国際的団体であるＩＳＡＣＡが認定する公認情報シ

ステム監査人（ＣＩＳＡ） 

 

６ 企画書募集に関する質問の受付及び回答 

(１) 受付先・受付方法 

メールアドレス：env-info@nra.go.jp 

質問書【様式１】に所定事項を記載の上、電子メールにより提出することとし、

質問及び回答は質問者自身の既得情報（特殊な技術、ノウハウ等）、個人情報、

原子力規制庁の業務に支障をきたすものを除き全ての企画競争参加者に対して

公表する。 

(２) 受付期限 

令和８年３月２３日（月）１２時００分まで 

(３) 回答 

令和８年３月２７日（金）１７時００分までに、企画競争参加者に対して 

 メールにより行う。 

 

７ 資格要件に係る提出書類、提出期限等 

(１) 提出書類（別添２） 

①  令和０７・０８・０９年度環境省競争参加資格（全省庁統一資格）「役務の提

供等」において、「Ａ」、「Ｂ」、「Ｃ」又は「Ｄ」の等級に格付けされている者が

確認できる書類 

②  本業務を実施する組織（会社全体または所属部門）において ISO27001（ＩＳ
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ＭＳ）の認証を取得していることが確認できる書類、又はこれに相当する情報

セキュリティマネジメントシステムを有していることが確認できる書類 

③  本業務を実施する組織（会社全体又は所属部門）において ISO9001（ＱＭＳ）

の認証を取得していることが確認できる書類、又はこれに相当する品質マネジ

メント体制を有していることが確認できる書類 

④  ５（６）及び（７）の実績・資格等を有していることが確認できる書類 

(２) 提出期限等 

① 提出期限 

令和８年４月３日（金）１２時００分まで 

② 提出先 

東京都港区六本木１―９―９ 六本木ファーストビル５階 

原子力規制委員会原子力規制庁 

長官官房総務課情報システム室 担当 山形・佐子山・風間 

③ 提出部数（持参又は郵送の場合） 

（１）①②③④ 各２部 

④ 提出方法 

電子メール、持参又は郵送（提出期限必着）による。 

電子メールで送付する場合には、６（１）に記載のメールアドレスに送付する

こと。なお、容量がメール本文を含めて１０ＭＢを超過する場合は、分割して

提出すること。 

郵送する場合は、書留郵便等の配達の記録が残る方法に限る。 

⑤ 提出に当たっての注意事項 

ア  電子メールで送付する場合は、原子力規制庁到着時刻をもって提出期限の判

断を行うこととなるため、余裕をもって提出すること。期限を越えた場合には

理由を問わず無効とする。なお、電子媒体のファイル形式については、原則と

して、Microsoft Word、Microsoft PowerPoint、Microsoft Excel 又は PDF 形

式とする（これに拠りがたい場合は、原子力規制庁まで申し出ること）。 

イ  持参する場合の受付時間は、平日の１０時３０分から１７時３０分まで（１

２時００分～１３時００分は除く）とする。 

ウ  郵送する場合は、封書の表に「令和８年度原子力規制委員会における情報シ

ステム基盤の最適化に関する調査研究業務に係る資格要件書類在中」と明記す

ること。提出期限までに提出先に現に届かなかった資格要件書類は、無効とす

る。 

エ  提出された資格要件書類は、その事由の如何にかかわらず、変更又は取消し

を行うことはできない。また、返還も行わない。 

オ  参加資格を満たさない者が提出した資格要件書類は、無効とする。 

カ  虚偽の記載をした資格要件書類は、無効にするとともに、提出者に対して指

名停止を行うことがある。 

キ  資格要件書類の作成及び提出に係る費用は、提出者の負担とする。 

ク  提出された資格要件書類は、原子力規制委員会原子力規制庁において、資格

要件書類の審査以外の目的に提出者に無断で使用しない。企画競争の結果、契

約相手になった者が提出した資格要件書類の内容は、行政機関の保有する情報

の公開に関する法律（平成１１年法律第４２号）に基づき開示請求があった場

合においては、不開示情報（個人情報、法人等の正当な利益を害するおそれが

ある情報等）を除いて開示される場合がある。 
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ケ  資格要件書類において提出者以外の者の協力を得て事業を実施する旨の提案

を行っている場合は、契約の締結に当たりその履行を担保するため、協力の内

容、態様等に応じ、提出者と協力者の間の共同事業実施協定書等の提出を求め

ることがある。 

 

８ 企画書等の提出書類、提出期限等 

(１) 提出書類（別添３） 

① 企画書 

「令和８年度原子力規制委員会における情報システム基盤の最適化に関する調

査研究業務（令和７年度補正）の企画書作成事項」に基づき作成すること。 

② 経費内訳書 

「令和８年度原子力規制委員会における情報システム基盤の最適化に関する調

査研究業務（令和７年度補正）」を実施するために必要な経費のすべての額（消

費税及び地方消費税額を含む。）を記載した内訳書 

③ 提出者の概要（会社概要等）が分かる資料 

(２) 提出期限等 

① 提出期限 ７（２）①に同じ 

② 提出先  ７（２）②に同じ 

③ 提出部数（持参又は郵送の場合） 

 ８（１）①②③ ５部 

④ 提出方法 ７（２）④ に同じ 

⑤ 提出に当たっての注意事項 

ア  電子メールで送付する場合は、原子力規制庁到着時刻をもって提出期限の判

断を行うこととなるため、余裕をもって提出すること。期限を越えた場合には

理由を問わず無効とする。なお、電子媒体のファイル形式については、原則と

して、Microsoft Word、Microsoft PowerPoint、Microsoft Excel 又は PDF 形

式とする（これに拠りがたい場合は、原子力規制庁まで申し出ること）。 

イ  持参する場合の受付時間は、平日の１０時３０分から１７時３０分まで（１

２時００分～１３時００分は除く）とする。 

ウ  郵送する場合は、封書の表に「令和８年度原子力規制委員会における情報シ

ステム基盤の最適化に関する調査研究業務に係る企画書等在中」と明記するこ

と。提出期限までに提出先に現に届かなかった企画書等は、無効とする。 

エ  提出された企画書等は、その事由の如何にかかわらず、変更又は取消しを行

うことはできない。また、返還も行わない。 

オ  １者当たり１件の企画を限度とし、１件を超えて申し込みを行った場合はす

べてを無効とする。 

カ  参加資格を満たさない者が提出した企画書等は、無効とする。 

キ  虚偽の記載をした企画書等は、無効にするとともに、提出者に対して指名停

止を行うことがある。 

ク  企画書等の作成及び提出に係る費用は、提出者の負担とする。 

ケ  提出された企画書等は、原子力規制委員会原子力規制庁において、企画書等

の審査以外の目的に提出者に無断で使用しない。企画競争の結果、契約相手に

なった者が提出した企画書等の内容は、行政機関の保有する情報の公開に関す

る法律（平成１１年法律第４２号）に基づき開示請求があった場合においては、

不開示情報（個人情報、法人等の正当な利益を害するおそれがある情報等）を
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除いて開示される場合がある。 

コ  企画書等において提出者以外の者の協力を得て事業を実施する旨の提案を行

っている場合は、契約の締結に当たりその履行を担保するため、協力の内容、

態様等に応じ、提出者と協力者の間の共同事業実施協定書等の提出を求めるこ

とがある。 

 

９  企画提案会の開催 

(１) 必要に応じて企画提案会を開催する。開催する場合には、開催場所、説明時間、出

席者数の制限等について、有効な企画書等を提出した者に対して別途連絡する。 

(２) 上記により連絡を受けた者は、指定された場所及び時間において、提出した企画書

等の説明を行うものとする。 

 

１０ 暴力団排除に関する誓約 

当該業務に係る（資格要件に係る提出書類及び）企画書等については、（別紙）にお

いて示す暴力団排除に関する誓約事項に誓約の上、提出すること。また、提出書類（別

添３）の誓約事項に誓約する旨を明記すること。 

 

１１ 審査の実施 

(１) 審査は、（別添４）「令和８年度原子力規制委員会における情報システム基盤の最

適化に関する調査研究業務（令和７年度補正）に係る企画書等審査の手順」及び（別

添５）「令和８年度原子力規制委員会における情報システム基盤の最適化に関する

調査研究業務（令和７年度補正）に係る企画書等審査基準及び採点表」に基づき、

提出された企画書等について行い、業務の目的に最も合致し優秀な企画書等を提出

した１者を選定し、契約候補者とする。ただし、優秀な企画書等の提出がなかった

場合には、この限りではない。 

(２) 審査結果は、企画書等の提出者に遅滞なく通知する。 

 

１２ 契約の締結 

企画競争の結果、契約候補者として選定されたとしても、会計法令に基づく契約手続

の完了までは、原子力規制委員会原子力規制庁との契約関係を生ずるものではない。 

支出負担行為担当官である原子力規制委員会原子力規制庁長官官房参事官は、契約

候補者から見積書を徴取し、予定価格の制限の範囲内であることを確認し、契約を締結

する。 

なお、契約書には、企画書が添付され、又は企画書の内容が記載されるものであり、

契約の相手方となった者は企画書の履行を確約しなければならない。 

 

１３ その他 

(１) 契約関係 

企画競争の結果、契約候補者として選定されたとしても、会計法令に基づく契約

手続の完了までは、原子力規制委員会原子力規制庁との契約関係を生ずるもので

はない。 

(２) 資料閲覧等 

本業務の実施に参考となる過去の類似業務の報告書等に関する資料については、

原子力規制庁内にて閲覧可能とする。なお、資料の閲覧に当たっては、必ず事前に

１３（２）⑤の連絡先まで連絡の上、閲覧日時を調整すること。 
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① 閲覧場所：原子力規制委員会原子力規制庁長官官房総務課情報システム室 

② 閲覧期間及び時間：令和８年３月１３日（金）～同３月１８日（水）１０時３

０分から１７時３０分まで（１２時００分～１３時００分は除く） 

③ 閲覧手続：閲覧希望者は下記の連絡先に連絡し、「資料閲覧申込書」及び「資

料閲覧に伴う守秘義務に関する誓約書」を入手し、必要事項を記入・押印の上、

当日閲覧を行う前に提出すること。 

④ 閲覧時の注意：資料閲覧が可能な人数は、１回当たり原則２名までとする。そ

れ以上になる場合は事前に１３（２）⑤の連絡先まで連絡を行い調整すること。

なお、閲覧資料の複写等による閲覧内容の記録は行わないこととし、閲覧にて

知り得た内容については企画書の作成以外には使用しないこととする。併せて、

本調達に関与しない者等に情報が漏えいしないように留意することとする。 

⑤ 連絡先：原子力規制委員会原子力規制庁長官官房総務課情報システム室 

電話：０３－５１１４－２１３０（担当 風間） 
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（参 考） 

 

予算決算及び会計令（抜粋） 

 

（一般競争に参加させることができない者）  

第七十条 契約担当官等は、売買、貸借、請負その他の契約につき会計法第二十九条の三

第一項の競争（以下「一般競争」という。）に付するときは、特別の理由がある場合を

除くほか、次の各号のいずれかに該当する者を参加させることができない。  

 一 当該契約を締結する能力を有しない者  

 二 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者  

 三 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律 （平成三年法律第七十七号）第

三十二条第一項各号に掲げる者  

 

（一般競争に参加させないことができる者）  

第七十一条 契約担当官等は、一般競争に参加しようとする者が次の各号のいずれかに該

当すると認められるときは、その者について三年以内の期間を定めて一般競争に参加さ

せないことができる。その者を代理人、支配人その他の使用人として使用する者につい

ても、また同様とする。  

 一 契約の履行に当たり故意に工事、製造その他の役務を粗雑に行い、又は物件の品質若

しくは数量に関して不正の行為をしたとき。  

 二 公正な競争の執行を妨げたとき又は公正な価格を害し若しくは不正の利益を得るた

めに連合したとき。  

 三 落札者が契約を結ぶこと又は契約者が契約を履行することを妨げたとき。  

 四 監督又は検査の実施に当たり職員の職務の執行を妨げたとき。  

 五 正当な理由がなくて契約を履行しなかつたとき。  

 六 契約により、契約の後に代価の額を確定する場合において、当該代価の請求を故意

に虚偽の事実に基づき過大な額で行つたとき。  

 七 この項（この号を除く。）の規定により一般競争に参加できないこととされている

者を契約の締結又は契約の履行に当たり、代理人、支配人その他の使用人として使用

したとき。  

２ 契約担当官等は、前項の規定に該当する者を入札代理人として使用する者を一般競争

に参加させないことができる。 
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（別紙） 

 

暴力団排除に関する誓約事項 

 

当社（個人である場合は私、団体である場合は当団体）は、下記事項について、入札書（見

積書）の提出をもって誓約いたします。 

この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとな

っても、異議は一切申し立てません。 

また、官側の求めに応じ、当方の役員名簿（有価証券報告書に記載のもの（生年月日を含

む。）を提出します。ただし、有価証券報告書を作成していない場合は、役職名、氏名及び

生年月日の一覧表）及び登記簿謄本の写しを提出すること並びにこれらの提出書類から確

認できる範囲での個人情報を警察に提供することについて同意します。 

 

記 

 

１．次のいずれにも該当しません。また、将来においても該当することはありません。 

（１）契約の相手方として不適当な者 

  ア 法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法人

である場合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）

の代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している

者をいう。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成

３年法律第 77号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ）又は暴力団員

（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき 

  イ 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を

加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき 

  ウ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するな

ど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると

き 

  エ 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき 

 

（２）契約の相手方として不適当な行為をする者 

  ア 暴力的な要求行為を行う者 

  イ 法的な責任を超えた不当な要求行為を行う者 

  ウ 取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為を行う者 

  エ 偽計又は威力を用いて会計課長等の業務を妨害する行為を行う者 

  オ その他前各号に準ずる行為を行う者 

 

２．暴力団関係業者を再委託又は当該業務に関して締結する全ての契約の相手方としませ

ん。 

 

３．再受任者等（再受任者、共同事業実施協力者及び自己、再受任者又は共同事業実施協力

者が当該契約に関して締結する全ての契約の相手方をいう。）が暴力団関係業者である

ことが判明したときは、当該契約を解除するため必要な措置を講じます。 

 

４．暴力団員等による不当介入を受けた場合、又は再受任者等が暴力団員等による不当介入

を受けたことを知った場合は、警察への通報及び捜査上必要な協力を行うとともに、発注

元の契約担当官等へ報告を行います。 
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（別添１） 

 

令和８年度原子力規制委員会における 

情報システム基盤の最適化に関する調査研究業務（令和７年度補正） 

の概要及び企画書作成事項 

 

I. 業務の概要 

 

１. 調達件名 

令和８年度原子力規制委員会における情報システム基盤の最適化に関する調査研究

業務（令和７年度補正） 

 

２. 目的 

原子力規制委員会（以下「当委員会」という。）は、庁内の情報システム基盤として運

用する「原子力規制委員会ネットワークシステム」、「統合原子力防災ネットワークシス

テム」、「高機密性情報ネットワークシステム」及び「原子力規制委員会安全研究用解析

システム」を整備し運用している。 

原子力規制委員会ネットワークシステムは、デジタル庁が推進する一般執務業務を担

う政府共通の情報システム基盤である GSS への移行を令和８年度第２四半期に予定し

ている。原子力規制委員会ネットワークシステムを除く三つの情報システム基盤は、原

子力規制委員会独自の事務事業に特化した情報システム基盤であり、令和９年度から令

和 11 年度にかけて、システム更改を予定している。 

本調査研究業務は、令和９年度に予定する新庁舎への移転後、原子力規制委員会ネッ

トワークシステムを除く三つの情報システム基盤を更改することを前提とし、ネットワ

ークの統合や機器の共有、類似する機能の再利用可能性の整理等に焦点を置き、これら

情報システム基盤の最適化について、その在り方や課題に関する事項を調査研究するも

のである。 

 

３. 業務履行期間 

契約締結日から令和９年２月２６日までとする。 

 

４. 用語の定義 

本冊で使用する用語の定義は以下のとおり。 

用語 定義 

原子力規制委員会ネッ

トワークシステム 

当委員会のIT基盤。令和８年８月に次期システムへの更改

を予定している。同時期に予定している、デジタル庁が整

備するガバメントソリューションサービス（GSS）への移行

と合わせて、当委員会におけるネットワーク基盤を補完す

ることを想定している。 

高機密性情報ネットワ

ークシステム 

より機密性の高い情報をインターネットに接続している環

境から切り離して管理するため整備するシステム。高機密
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性情報を専用回線により地方拠点と情報共有するととも

に、核セキュリティ検査の抜本的強化に向けた機能強化に

資するものとして整備されている。 

安全研究用解析ネット

ワークシステム 

研究部門の職員等が高度な技術系情報を解析する業務を行

うために、解析専用端末と複数の解析専用システムをネッ

トワークで繋ぎ、それらを統合管理（サーバー監視、セキ

ュリティパッチ適用等）するIT基盤システム。 

統合原子力防災ネット

ワークシステム 

原子力緊急事態発生時に国・地方公共団体・原子力事業

者・専門家等関係者が一体となって住民の安全防護等の対

応を行う拠点となる「原子力規制庁緊急時対応センター」

及び「緊急事態応急対策等拠点施設」等をネットワークで

接続するための設備であり、これらの各拠点にて、原子力

緊急事態発生時に本ネットワークシステムの円滑な使用を

可能とすることを目的としている。 

 

５. 業務の内容 

本件では以下の各項目を実施する。なお、実施の具体については、当庁担当職員（以下

「担当官」という。）と協議の上、執り行うこととする。 

 

(1) 各ネットワークシステムの現状調査等 

次期原子力規制委員会ネットワークシステム、高機密性情報ネットワークシステ

ム、安全研究用解析ネットワークシステム、統合原子力防災ネットワークシステムの

各ネットワークシステムの現状を調査し、評価、課題を抽出する。また、これら結果

を整理する。 

但し、次期原子力規制委員会ネットワークシステムについては、令和８年７月末ま

でに構築完了、稼働開始を目指して調達中のものであり、調達支援事業者や構築事業

者、運用支援事業者への調査を想定するものとする。 

 

(2) 統合的な視点からの最適化に係る提案 

上記(1)の実施結果を基に、これら４システムを対象として、利便性の向上及びコ

スト削減を目的とした全体最適化の在り方を提案する。 

 

(3) 庁内各ネットワークシステム個別の構成に対する考え方の提示 

上記(2)の最適化に係る提案を踏まえ、以下の個別システムごとの合理的な構成に

加え定性的効果（利便性の向上、品質向上等）に対する考え方をまとめ、提示する。 

・ 高機密性情報ネットワークシステム 

・ 安全研究用解析ネットワークシステム 

・ 統合原子力防災ネットワークシステム 

 

(4) 次期原子力規制委員会ネットワークシステムと他の個別システムとの関わりの整理 

上記(1)の調査等結果を基に、次期原子力規制委員会ネットワークシステムを構成

する機器や機能を他のシステムで活用することにより全体として合理的効率的な構成
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をとることが可能であるかという観点から、他の３システムとの関わりを個別システ

ムごとに整理する。 

 

(5) キックオフ・ミーティング及び定例会の実施 

ア キックオフ・ミーティング 

契約締結後、担当官と協議の上、速やかにキックオフ・ミーティングを開催す

ること。なお、ミーティングの開催場所は当庁本庁舎内とし、少なくとも以下の

項目を含む資料を準備した上でミーティングに臨むこと。 

(ア) 作業概要 

本業務の対象範囲及び作業概要について記載すること。 

(イ) 実施体制表 

具体的な記載内容については「８．実施体制」を参照すること。 

(ウ) 情報セキュリティ管理体制 

具体的な記載内容については「13．情報セキュリティの確保」を参照するこ

と。 

(エ) 作業スケジュール 

作業内容、スケジュール及びマイルストーンについて記載すること。 

(オ) 実施環境 

本業務の実施環境（システム環境を含む。）について記載すること。 

環境構築にあたっては、政府のセキュリティ評価制度ISMAP（Information 

System Security Management and Assessment Program）にて認定されたクラウ

ドサービスのみを使用すること（例：Google CloudのVertex AIやMicrosoft 

AzureのAzure AI等）。 

(カ) 当庁で用意すべき資料 

当庁にて用意すべき資料及び事前に必要な文書処理等について記載すること。 

イ 定例会 

本業務の進捗状況の把握及び課題解決を目的とする定例会（オンライン会議での

実施も可能とする）を実施すること。 

なお、定例会の頻度は、原則週１回とするが、詳細は契約締結後に担当官と調整

すること。 

 

６. 実施場所 

受注者の作業場所とする。なお、定例会等は当庁若しくはオンラインにて実施するも

のとする。 

 

７. 実施期間 

契約締結日から令和９年２月２６日まで。 

実施に際しては適切なスケジュール案を提案することとし、担当官と協議の上、計画的

に執り行うものとする。 
 

８. 実施体制 

- 12 -



(1) 本業務を実施する者は、実施責任者、品質管理体制及び情報セキュリティ体制を明

示した実施体制表を提出すること。なお、実施責任者と品質管理責任者は兼務しては

ならない。 

(2) 実施責任者は、本作業を遂行するに当たり十分な実務能力及びマネジメント能力を

有し、本作業を統括する立場にある者とすること。なお、受注者の責任者が業務終了

まで継続して遂行すること。万一交代する場合は同等以上の人物が担当するものとし

て事前に主管課の承認を得ること。 

(3) 実施体制には、必ず本件に精通した経験豊富なスタッフを含めること。また、２人

以上の直接の担当者を定め、一方が出張などの時にも支障なく業務が遂行できるよう

にすること。 

(4) あらかじめ外注先が決まっている場合は、外注先名及びその発注事業内容を含めて

記載すること。ただし、金５０万円未満の外注業務、印刷費、会場借料、翻訳費及び

その他これに類するものを除く。 

 

９. 成果物の提出方法 

(1) 納品物 

実施成果としての納品物及び数量等は、次のとおり。 

作業項目 提出物 

５(1) ・調査等報告書（次期原子力規制委員会ネットワークシステム） 

・調査等報告書（高機密性情報ネットワークシステム） 

・調査等報告書（安全研究用解析ネットワークシステム） 

・調査等報告書（統合原子力防災ネットワークシステム） 

５(2) ・全体最適化提案書 

５(3) ・構成等検討結果報告書（高機密性情報ネットワークシステム） 

・構成等検討結果報告書（安全研究用解析ネットワークシステム） 

・構成等検討結果報告書（統合原子力防災ネットワークシステム） 

５(4) ・次期原子力規制委員会ネットワークシステム構成機器等の活用に係る検

討結果報告書 

５(5) ・定例会資料、議事録及び個別検討資料 

・ その他、本業務に関連して作成した資料等一式 

・ 数量：電子媒体一式（PDF形式に加え、Microsoft Word・Microsoft Excel・

Microsoft PowerPoint形式を含めること。なお、提出方法は担当官と協議の上、定

めるものとする。） 

・ 納品期限：業務実施に伴い適時及び納入時 

(2) 提出書類 

受注者が当庁の承認を受けるために提出する書類、提出期日は、次のとおりとする。 

 提出書類 数量 提出期日 

１ 実施体制表 １ 契約締結後速やかに。 

２ 全体計画書 １ 契約締結後速やかに。 

３ 下請負届 １ 契約締結後速やかに。該当しない場合は省略可。 

４ 完了届 １ 納入時 

注1） 実施体制表には、１０．品質計画の事項を示す資料を添付すること。 
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注2） 品質マネジメント体制も含めること。また、年度末、連休及び年末年始の提出

日・提出方法は、担当官と協議し、指示に従うこと。 

注3） 年度末、連休及び年末年始の提出日・提出方法は、担当官と協議し、指示に従

うこと。 

注4） 業務完了時には、上記１～４を(1)項の納品物と併せて提出すること。 

(3) 提出場所 

原子力規制委員会原子力規制庁長官官房総務課情報システム室 

東京都港区六本木１－９－９ 六本木ファーストビル 

 

１０. 品質計画 

品質計画には最小限、以下の内容を記載すること。 

(1) 品質マネジメント体制 

ア 受注業務に対する品質を確保するための、十分な体制が構築されていること。 

イ 作業実施部署は品質管理部署と独立していること。 

ウ 実施責任体制を明確にすること（実施責任者と品質管理責任者は兼務しないこと）。 

(2) 品質管理の具体的な方策 

受注業務に対して品質を確保するための、当該業務に対応した具体的な作業に関す

る方法（チェック時期及びチェック内容）を明確にすること。 

(3) 担当者の技術能力 

業務に従事する者の技術能力を明確にすること。 

 

１１. 検収条件 

本冊に記載の内容を満足し、９に記載の提出物及び提出書類が全て提出されているこ

とが確認されたことをもって検収とする。 

 

１２. 著作権等の扱い 

(1) 成果物に関する著作権、著作隣接権、商標権、商品化権、意匠権及び所有権（以下「著

作権等」という。）は、原子力規制委員会が保有するものとする。 

(2) 請負者は自ら制作・作成した著作物に対し、いかなる場合も著作者人格権を行使しな

いものとする。 

(3) 成果物に含まれる請負者又は第三者が権利を有する著作物等（以下「既存著作物」と

いう。）の著作権等は、個々の著作者等に帰属するものとする。 

(4) 納入される成果物に既存著作物等が含まれる場合には、請負者が当該既存著作物の

使用に必要な費用の負担及び使用許諾契約等に係る一切の手続を行うものとする。 

 

１３. 情報セキュリティの確保 

受注者（請負者）は、以下の点に留意して情報セキュリティを確保するものとする。 

(1) 受注者は、請負業務の開始時に、請負業務に係る情報セキュリティ対策とその実施方

法及び管理体制について実施体制表に含め、担当官に書面で提出すること。 

(2) 受注者は、担当官から要機密情報を提供された場合には、当該情報の機密性を格付に

応じて適切に取り扱うための措置を講じること。 

(3) また、本業務において受注者が作成する情報については、担当官からの指示に応じて
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適切に取り扱うこと。 

(4) 受注者は、ポリシー等に準拠した情報セキュリティ対策の履行が不十分と見なされ

るとき又は受注者において請負業務に係る情報セキュリティ事故が発生したときは、

必要に応じて担当官の行う情報セキュリティ対策に関する監査を受け入れること。 

(5) 受注者は、担当官から提供された要機密情報が業務終了等により不要になった場合

には、確実に返却又は廃棄すること。また、請負業務において受注者が作成した情報に

ついても、担当官の指示に応じて適切に廃棄すること。 

(6) 受注者は、本業務の終了時に、業務で実施した情報セキュリティ対策を完了届に含め

報告すること。 

（参考）原子力規制委員会情報セキュリティポリシー 

https://www.nra.go.jp/data/000129977.pdf 

 

１４. 再委託に関する事項 

(1) 再委託の制限及び再委託を認める場合の条件 

ア 受注者は、業務を一括して再委託してはならない。また、再委託の相手方が更に委

託を行うなど複数の段階での再委託はしてはならない。 
イ 受注者における遂行責任者を再委託先事業者の社員や契約社員とすることはでき

ない。 
ウ 受注者は、情報セキュリティの確保を含む再委託先の行為について一切の責任を

負うものとする。 
(2) 承認手続 

ア 本業務の実施の一部を合理的な理由及び必要性により再委託する場合には、あら

かじめ再委託の相手方の商号又は名称及び住所並びに再委託を行う業務の範囲、再

委託の必要性及び外注費等について記載した再委託承認申請書を主管課に提出し、

あらかじめ承認を受けること。 
イ 前項による再委託の相手方の変更等を行う必要が生じた場合も、前項と同様に再

委託に関する書面を主管課に提出し、承認を受けること。 
(3) 再委託先の契約違反等 

再委託先において、本仕様書に定める事項に関する義務違反又は義務を怠った場合

には、受注者が一切の責任を負うとともに、当庁は、当該再委託先への再委託の中止を

請求することができる。 
 

１５. その他 

(1) 受注者は、本冊に疑義が生じたとき、本冊により難い事由が生じたとき、あるいは本

冊に記載のない細部については、担当者と速やかに協議し、その指示に従うこと。 

(2) 作業実施者は、担当者と日本語で円滑なコミュニケーションが可能で、かつ良好な関

係が保てること。 

(3) 業務上不明な事項が生じた場合は、担当者に確認の上、その指示に従うこと。 

(4) 常に、担当者との緊密な連絡・協力関係の保持及び十分な支援を提供すること。 

(5) 本業務において納品される成果物の著作権は、検収合格が完了した時点で、当庁に移

転する。受注者は、成果物の作成に当たり、第三者の工業所有権又はノウハウを実施・

使用するときは、その実施・使用に対する一切の責任を負う。 
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(6) 成果物納入後に受注者の責めによる不備が発見された場合には、受注者は、無償で速

やかに必要な措置を講ずること。 

(7) 受注者は、本業務で調査対象とする４システムのうち、原子力規制委員会ネットワー

クシステムを除く３システムの更改時における構築業務（ただし本業務実施の直近の

ものに限る。）を請け負うことはできないものとする。 

 

以上 
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II. 企画書作成事項 

以下の各事項について、各作成方法に則り企画書にて提案すること。 

なお、企画書全体の分量はＡ４用紙で 40 ページ以下を目安とし、原則として両面印

刷にすること。また必要に応じてＡ３等サイズの異なる用紙を用いることを可とする

が、企画書全体を１冊にまとめること。 

補足資料がある場合は、企画書に追加して添付することを認めるが、企画書のどの部

分の補足資料であるかを明記すること。 

また、資料作成全般に当たっては、本企画書作成事項で規定する目的や作業項目に反

し、又は矛盾する提案が無いよう作成すること。 

事項 作成方法 

１．業務の基本方針 ・本業務を実施するにあたっての基本方針を記

述すること。 

２．業務の実施計画 ・業務内容及び提案内容に係る各作業項目につ

いて業務実施計画を記述すること。 

・業務分担や業務量の検討において、原子力規

制庁側の実情（専門職がいない、専任者が少

ない、利用者の拠点が点在している等）を十

分踏まえた提案とすること。 

・項目毎に、請負者と原子力規制庁の役割分担

等を提案すること。 

３．業務の実施方法 ・業務内容の実施方法、作業内容等について、具

体的に提案すること。 

・各ネットワークシステムの特性を踏まえ、原

子力規制庁において合理的と考えられる提案

とすること。 

・原子力規制庁が求める時期に沿った支援体制

を提案すること。 

３．１ 各ネットワークシステ

ムの現状調査等 

３．２ 統合的な視点からの最

適化に係る提案 

３．３ 庁内各ネットワークシ

ステム個別の構成に対する

考え方の提示 

３．４ 次期原子力規制委員会

ネットワークシステムと他

の個別システムとの関わり

の整理 

３．５ キックオフ・ミーティン

グ及び定例会の実施 

４．実施体制、役割分担等 ・業務の実施体制について、統括責任者を 1 名

選定するとともに、本業務の責任者の役職、

従事者の役割分担、従事者数、内・外部の協力

体制等を記載すること。 

・本業務の従事者に求める保有資格等を記載す

ること。 

５．組織の実績 ・提案者において過去に実施した類似の実績を

記載すること。 
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事項 作成方法 

・具体的名称・金額の記載が困難な場合でも、お

およその内容がわかるように記載すること。 

６．組織のワーク･ライフ･バラン

ス等の推進に関する認定等取得

状況 

・女性の職業生活における活躍の推進に関する

法律（以下「女性活躍推進法」という。）、次世

代育成支援対策推進法（以下「次世代法」とい

う。）、青少年の雇用の促進等に関する法律（以

下「若者雇用推進法」という。）に基づく認定

等（プラチナえるぼし認定、えるぼし認定等、

プラチナくるみん認定、くるみん認定、トライ

くるみん認定、ユースエール認定等）の有無を

記載し、有の場合は認定等の名称を記載する

とともに、認定通知書等の写し（内閣府男女共

同参画局長の認定等相当確認を受けている外

国法人については、その確認通知書の写し）を

添付すること。ただし、企画書提出時点におい

て認定等の期間中であるものを対象とする。 

※複数の認定等に該当する場合は、最も得点

が高い区分により加点を行うものとする。 

７．企業等の事業年度（又は暦年）

における賃上げの実施 

賃上げの実施を表明した企業等について 

・大企業は、事業年度（又は暦年）において、対

前年度比（又は対前年比）で給与等受給者一人

当たりの平均受給額を３％以上増加させる旨

の、従業員への賃金引上げ計画の表明書（別添

６－１）の写しを添付すること。 

・中小企業等は、事業年度（又は暦年）におい

て、対前年度比（対前年比）で給与総額を１．

５％以上増加させる旨の、従業員への賃金引

上げ計画の表明書（別添６－２）の写しを添付

すること。 

※表明する意思がある者のみ提出すること。 
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              （別添２） 

 

令和  年  月  日 

 

 原子力規制委員会原子力規制庁 長官官房総務課 情報システム室長 殿 

 

 

住   所 

会 社 名 

代表者氏名                   印 

 

 

 

令和８年度原子力規制委員会における 

情報システム基盤の最適化に関する調査研究業務（令和７年度補正） 

に係る資格要件書類の提出について 

 

 

 標記の件について、次のとおり提出します。 

 

① 令和０７・０８・０９年度環境省競争参加資格（全省庁統一資格）「役務の提供等」に

おいて、「Ａ」、「Ｂ」、「Ｃ」又は「Ｄ」の等級に格付けされている者が確認できる書類 

 

② 本業務を実施する組織（会社全体又は所属部門）において ISO9001（QMS）の認証を取

得していることが確認できる書類、あるいはこれに相当する品質マネジメント体制を有

していることが確認できる書類 

 

③ 本業務の責任者（以下「責任者」という。）として、以下の資格又は実績を有すること

が確認できる書類 

本業務と類似する中央省庁等の業務（複数が望ましい）において、大規模言語モデルの

構築又は調査研究におけるプロジェクト管理の経験があること。 

併せて、以下のいずれかの資格又は同等の能力を有すること。 

・ＰＭＩ（Project Management Institute：米国プロジェクトマネジメント協会）が認定

するＰＭＰ（Project Management Professional） 

・経済産業省が認定する情報処理技術者試験のプロジェクトマネージャ試験の合格者 

なお、同等の能力を有することをもって当該要件を満たそうとする場合は、その客観的

な根拠を明確に示す書類。 

 

④ 本業務の担当者（以下「担当者」という。）として、以下の資格及び経験を有している

ことが確認できる書類 

なお、1 名の担当者が複数の経験を有していても良く、責任者が担当者と兼任する場合

は、当該責任者が有していても良い。 
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・本業務と類似する中央省庁等の業務（複数が望ましい）において、調査研究に従事した

実績 

・以下の資格のうち、いずれか一つ以上 

・情報処理技術者試験におけるシステムアーキテクト試験の合格者 

・情報処理技術者試験におけるＩＴストラテジスト試験の合格者 

・経済産業省推進資格のＩＴコーディネータの有資格者 

・以下の資格のうち、いずれか一つ以上 

・情報処理技術者試験における情報処理安全確保支援士試験の合格者 

・ＩＳＣ２（ International Information Systems Security Certification 

Consortium）が認定する情報セキュリティ・プロフェッショナル認定資格（ＣＩＳ

ＳＰ） 

・情報通信技術専門家の国際的団体であるＩＳＡＣＡが認定する公認情報システム

監査人（ＣＩＳＡ） 

 

（担当者） 

所属部署： 

氏  名： 

ＴＥＬ： 

E-mail: 

 

- 20 -



 

              （別添２） 

 

令和  年  月  日 

 

 原子力規制委員会原子力規制庁 長官官房総務課 情報システム室長 殿 

 

 

住   所 

会 社 名 

代表者氏名                   印 

 

 

 

令和８年度原子力規制委員会における 

情報システム基盤の最適化に関する調査研究業務（令和７年度補正） 

に係る資格要件書類の提出について 

 

 

 標記の件について、次のとおり提出します。 

 

① 令和０７・０８・０９年度環境省競争参加資格（全省庁統一資格）「役務の提供等」に

おいて、「Ａ」、「Ｂ」、「Ｃ」又は「Ｄ」の等級に格付けされている者が確認できる書類 

 

② 本業務を実施する組織（会社全体または所属部門）において ISO27001（ＩＳＭＳ）の

認証を取得していることが確認できる書類、又はこれに相当する情報セキュリティマネ

ジメントシステムを有していることが確認できる書類 

 

③ 本業務を実施する組織（会社全体又は所属部門）において ISO9001（QMS）の認証を取

得していることが確認できる書類、又はこれに相当する品質マネジメント体制を有して

いることが確認できる書類 

 

④ 本業務の責任者（以下「責任者」という。）として、以下の資格又は実績を有すること

が確認できる書類 

本業務と類似する中央省庁等の業務（複数が望ましい）において、大規模言語モデルの

構築又は調査研究におけるプロジェクト管理の経験があること。 

併せて、以下のいずれかの資格又は同等の能力を有すること。 

・ＰＭＩ（Project Management Institute：米国プロジェクトマネジメント協会）が認定

するＰＭＰ（Project Management Professional） 

・経済産業省が認定する情報処理技術者試験のプロジェクトマネージャ試験の合格者 

なお、同等の能力を有することをもって当該要件を満たそうとする場合は、その客観的

な根拠を明確に示す書類。 
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⑤ 本業務の担当者（以下「担当者」という。）として、以下の資格及び経験を有している

ことが確認できる書類 

なお、1 名の担当者が複数の経験を有していても良く、責任者が担当者と兼任する場合

は、当該責任者が有していても良い。 

・本業務と類似する中央省庁等の業務（複数が望ましい）において、調査研究に従事した

実績 

・以下の資格のうち、いずれか一つ以上 

・情報処理技術者試験におけるシステムアーキテクト試験の合格者 

・情報処理技術者試験におけるＩＴストラテジスト試験の合格者 

・経済産業省推進資格のＩＴコーディネータの有資格者 

・以下の資格のうち、いずれか一つ以上 

・情報処理技術者試験における情報処理安全確保支援士試験の合格者 

・ＩＳＣ２（ International Information Systems Security Certification 

Consortium）が認定する情報セキュリティ・プロフェッショナル認定資格（ＣＩＳ

ＳＰ） 

・情報通信技術専門家の国際的団体であるＩＳＡＣＡが認定する公認情報システム

監査人（ＣＩＳＡ） 

 

（担当者） 

所属部署： 

氏  名： 

ＴＥＬ： 

E-mail: 
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（別添３） 

 

令和  年  月  日 

 

 原子力規制委員会原子力規制庁 長官官房総務課 情報システム室長 殿 

 

 

住   所 

会 社 名 

代表者氏名                   印 

 

 

 

令和８年度原子力規制委員会における 

情報システム基盤の最適化に関する調査研究業務（令和７年度補正） 

に関する企画書等の提出について 

 

 

 標記の件について、次のとおり提出します。 

 なお、書類の提出にあたり、企画競争募集要領「５ 参加資格」（５）暴力団排除に関す

る誓約事項に誓約します。 

 

(１) 企画書 

 

(２) 経費内訳書 

 

(３) 会社概要等 

 

 

（担当者） 

所属部署： 

氏  名： 

ＴＥＬ： 

E-mail: 
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（別添４） 

 

 

令和８年度原子力規制委員会における 

情報システム基盤の最適化に関する調査研究業務（令和７年度補正） 

に係る企画書等審査の手順 

 

1. 企画審査委員会による審査 

原子力規制庁長官官房総務課情報システム室に設置する「令和８年度原子力規制委員

会における情報システム基盤の最適化に関する調査研究業務（令和７年度補正）に係る

企画書審査委員会」(以下「企画書審査委員会」という。)において、提出された企画書

等の内容について審査を行う。 

 

2. 企画書等の審査方法 

（1） (別添５)「令和８年度原子力規制委員会における情報システム基盤の最適化に関

する調査研究業務（令和７年度補正）に係る企画書等審査基準及び配点表」に基づ

き、委員ごとに採点する。 

（2） (1)の採点結果の合計点を算出し、その点数が最も高い者を契約候補者とする。 

（3） 合計点が同点の場合、次の基準で契約候補者を選定する。 

① 「秀」の数が多い者を契約候補者とする。 

② 「秀」の数が同数の場合は、「優」の数が多い者を契約候補者とする。 

③ 「優」の数も同数の場合は、「良」の数が多い者を契約候補者とする。 

④ 「良」の数も同数の場合は、委員の多数決により契約候補者を選定する。 

 

3. 契約委員会による契約候補者の確定 

 企画書審査委員会は、選定した契約候補者及び審査経過を原子力規制委員会原子力規制

庁長官官房参事官へ報告し、同参事官を委員長とする契約委員会において契約候補者を確

定する。 
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（別添５） 

 

 

令和８年度原子力規制委員会における 

情報システム基盤の最適化に関する調査研究業務（令和７年度補正） 

に係る企画書等審査基準及び配点表 

 

事項 審査基準 配点 

１．業務の基本方針 ・業務の目的を的確に理解し、妥当な基本方針

を提示しているか。 

・基本方針に専門性、創造性、新規性、確実性等

があるか。 

５０点 

２．業務の実施計画 ・実施計画が効率的で確実性があるか。 

・業務分担や業務量の検討が適切であるか。ま

た、その実効性があるか。 

・各工程の完了条件は明確か。 

５０点 

３．業務の実施方法   

  

  

総論 ・原子力規制庁の現状を十分に考慮した内容で

あるか。 

・提案された内容に、専門性、創造性、新規性、

確実性等があるか。特に、工程管理を行なう際の

役割や実施する内容が具体的に提案されている

か。 

６０点 

３．１ 
各ネットワークシス

テムの現状調査等 

・調査内容は実現可能であるか。 

・調査スケジュールは妥当か。 

・調査方法は妥当か。新規性等特筆すべき内容

があるか。 

６０点 

３．２ 
統合的な視点からの

最適化に係る提案 

・上記３．１の調査結果等を意識した提案であ

るか。 

・提案された内容が、本業務の目的に適合して

いるものであり、その内容に専門性、創造性、新

規性、確実性等があるか。 

６０点 

３．３ 
庁内各ネットワーク

システム個別の構成

に対する考え方の提

示 

・当該考え方のまとめにおいて、示されている

方法が妥当であるか。 

・定性的効果として示すものに専門性、創造性、

新規性、確実性等があるか。 

５０点 

３．４ 
次期原子力規制委員

会ネットワークシス

テムと他の個別シス

テムとの関わりの整

理 

・当該関わりの整理に当たり、示されている方

法が妥当であるか。 

５０点 
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（別添５） 

 

事項 審査基準 配点 

３．４ 
キックオフ・ミーティ

ング及び定例会の実

施 

・会議体の運営品質が提案されているか。 ４０点 

４．実施体制、役割分担

等 

  

 ４．１ 

実施体制、役割分担

等 

・効果的、効率的な人員配置、内・外部の協力

体制等が構築されているか。 

・実施体制、品質管理体制及び情報セキュリテ

ィ体制の独立性は担保されているか。 

・バックアップ体制は十分か。 

・本業務の責任者及びその他の主要な従事者が

本業務に従事する十分な時間があると認められ

るか。 

５０点 

４．２ 

従事者の実績、能

力、資格等 

・企画競争募集要領に記載の資格要件につい

て、本業務の責任者が有する経験・実績は「業

務の件数」「業務の規模及び内容」「業務におけ

る役割」「保有資格」などの観点より充実して

いるか。 

・企画競争募集要領に記載の資格要件につい

て、本業務の責任者以外のその他の主要な従事

者の経験・実績は「業務の件数」「業務の規模

及び内容」「業務における役割」「保有資格」な

どの観点より充実しているか。 

・関連する保有資格が記載されており、そのこ

とを確認できる書類が示されているか。 

３０点 

５．組織の実績 ・企画競争募集要領に記載の資格要件につい

て、提案者の組織の実績は「業務の件数」「業

務の規模及び内容」「業務における役割」「保有

資格」などの観点により充実しているか。  

３０点 

６．組織のワーク･ライフ･

バランス等の推進に関す

る認定等取得状況 

 

・女性の職業生活における活躍の推進に関する

法律（以下「女性活躍推進法」という。）、次世代

育成支援対策推進法（以下「次世代法」という。）、

青少年の雇用の促進等に関する法律（以下「若者

雇用推進法」という。）に基づく認定等（プラチ

ナえるぼし認定、えるぼし認定等、プラチナくる

みん認定、くるみん認定、トライくるみん認定、

ユースエール認定等）の有無を記載し、有の場合

は認定等の名称を記載するとともに、認定通知

書等の写し（内閣府男女共同参画局長の認定等

相当確認を受けている外国法人については、そ

の確認通知書の写し）を添付すること。ただし、

企画書提出時点において認定等の期間中である

３０点 
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（別添５） 

 

事項 審査基準 配点 

こと。 

※複数の認定等に該当する場合は、最も得点が

高い区分により加点を行うものとする。 

○ 女性活躍推進法に基づく認定等（プラチナ

えるぼし・えるぼし認定等） 

・プラチナえるぼし（※１） 30 点 

・えるぼし３段階目（※２） 24 点 

・えるぼし２段階目（※２）  18 点 

・えるぼし１段階目（※２） 12 点 

・行動計画（※３）      6 点 

※１ 女性活躍推進法（令和 2年 6月 1日施行）

第 12条に基づく認定。 

※２ 女性活躍推進法第 9 条に基づく認定。な

お、労働時間等の働き方に係る基準は必ず満た

すことが必要。 

※３ 女性活躍推進法に基づく一般事業主行動

計画の策定義務がない事業主（常時雇用する労

働者の数が 100 人以下のもの）が努力義務によ

り提出し、企画書提出時点で              計

画期間が満了していないものに限る。 

○次世代法に基づく認定（プラチナくるみん認

定・くるみん認定・トライくるみん認定） 

・プラチナくるみん認定    24 点 

・くるみん認定（新基準※４） 18 点  

・くるみん認定（旧基準※５） 12 点 

・トライくるみん認定         12 点  

※４ 新くるみん認定（改正後認定基準（令和 4

年 4月 1 日施行）により認定） 

※５ 旧くるみん認定（改正前認定基準又は改

正省令附則第2条第5項の経過措置により認定） 

○若者雇用推進法に基づく認定（ユースエール

認定）                24 点 

７．企業等の事業年度 （又

は暦年）における 賃上げ

の実施 

賃上げの実施を表明した企業等について 
・大企業は、事業年度（又は暦年）において、対

前年度比（又は対前年比）で給与等受給者一人当

たりの平均受給額を３％以上増加させる旨の、

従業員への賃金引上げ計画の表明書（別添６－

１）（表明する意思がある者のみ提出すること）

の写しを添付すること。 
・中小企業等は、事業年度（又は暦年）において、

対前年度比（対前年比）で給与総額を１．５％以

上増加させる旨の、従業員への賃金引上げ計画

の表明書（別添６－２）（表明する意思がある者

のみ提出すること）の写しを添付すること。 

３０点 
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（別添５） 

 

事項 審査基準 配点 

８．見積価格、積算内訳 ・経費内訳書について、提案内容等に応じた価

格、積算内訳は妥当か。 

１０点 

合計 ６００点 

注１ 企画書等において、提出者の外部協力者へ再委託又は共同実施の提案を行う場合、業

務における総合的な企画及び判断並びに業務遂行管理部分を外部に再委託してはなら

ず、そのような企画書等は不合格として、選定対象としないことがある。 

注２ 積算内訳書において、再委任に係る外注費が見積価格１／２以上である場合は、不適

切として、選定対象としないことがある。 
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（別添５） 

 

【採点基準】 

 10 点満点 30 点満点 40 点満点 50 点満点 60 点満点 

秀 10 点 30 点 40 点 50 点 60 点 

優 8 点 24 点 32 点 40 点 48 点 

良 6 点 18 点 24 点 30 点 36 点 

準良 4 点 12 点 16 点 20 点 24 点 

可 2 点 6 点 8 点 10 点 12 点 

不可 0 点 0 点 0 点 0 点 0 点 

 

※ ただし、「組織のワーク・ライフ・バランス等の推進に関する認定等取得状況」及び「企

業等の事業年度（又は暦年）における賃上げの実施」における加点は、上記採点基準とは

異なる。 
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（別添６－１）                      【大企業用】 

従業員への賃金引上げ計画の表明書 
 
 
当社は、○年度（令和○年○月○日から令和○年○月○日までの当社事業年

度）（又は○年）において、給与等受給者一人あたりの平均受給額を対前年度

（又は対前年）増加率○％以上とすること 
を表明いたします。 

 従業員と合意したことを表明いたします。 
 
令和 年  月  日 
 株式会社○○○○ 
 （住所を記載） 
 代表者氏名 ○○ ○○   

 

 

 

 

 上記の内容について、我々従業員は、令和○年○月○日に、○○○という方法

によって、代表者より表明を受けました。 

 

 

令和 年  月  日 
 株式会社○○○○ 
 従業員代表          氏名 ○○ ○○  印 
 給与又は経理担当者      氏名 ○○ ○○  印 
 
 
 
 
 
 ※従業員代表等の押印省略は不可とする。 
 

状況に応じてどちらかを選択し

記載してください。 

状況に応じてどちらかを選択

し記載してください。 

- 30 -



（留意事項） 
１．事業年度により賃上げを表明した場合には、「法人事業概況説明書」を事業

当該事業年度における同書を作成後速やかに契約担当官等に提出してくださ

い。 
  なお、法人事業概況説明書を作成しない者においては、税務申告のために

作成する類似の書類（事業活動収支計算書）等の賃金支払額を確認できる書

類を提出してください。 
２．暦年により賃上げを表明した場合においては、「給与所得の源泉徴収票等の

法定調書合計表」を当該年の同表を作成後速やかに契約担当官等に提出して

ください。 
３．上記１．による確認において表明書に記載した賃上げを実行していない場

合又は上記確認書類を提出しない場合においては、当該事実判明後の総合評

価落札方式による入札に参加する場合、技術点又は評価点を減点するものと

します。 
４．上記３．による減点措置については、減点措置開始日から１年間に入札公告

が行われる調達に参加する場合に行われることとなる。ただし、減点事由の

判明の時期により減点措置開始時期が異なることとなるため、減点事由判明

時に当該事由を確認した契約担当官等により適宜の方法で通知するものとし

ます。 
５．「従業員代表」及び「給与又は経理担当者」の権限等を示す書類等を添付す

ること。 
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（別添６－２）                     【中小企業等用】 

従業員への賃金引上げ計画の表明書 
 
 
当社は、○年度（令和○年○月○日から令和○年○月○日までの当社事業年

度）（又は○年）において、給与総額を対前年度（又は対前年）増加率○％以上

とすること 
を表明いたします。 

 従業員と合意したことを表明いたします。 
 
令和 年  月  日 
 株式会社○○○○ 
 （住所を記載） 
 代表者氏名 ○○ ○○   

 

 

 

 

 上記の内容について、我々従業員は、令和○年○月○日に、○○○という方法

によって、代表者より表明を受けました。 

 

 

令和 年  月  日 
 株式会社○○○○ 
 従業員代表          氏名 ○○ ○○  印 
 給与又は経理担当者      氏名 ○○ ○○  印 
 
 
 
 
 
 ※従業員代表等の押印省略は不可とする。 
 

状況に応じてどちらかを選択

し記載してください。 

状況に応じてどちらかを選択

し記載してください。 
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（留意事項） 
１．事業年度により賃上げを表明した場合には、「法人事業概況説明書」を事業

当該事業年度における同書を作成後速やかに契約担当官等に提出してくださ

い。 
  なお、法人事業概況説明書を作成しない者においては、税務申告のために

作成する類似の書類（事業活動収支計算書）等の賃金支払額を確認できる書

類を提出してください。 
２．暦年により賃上げを表明した場合においては、「給与所得の源泉徴収票等の

法定調書合計表」を当該年の同表を作成後速やかに契約担当官等に提出して

ください。 
３．上記１．による確認において表明書に記載した賃上げを実行していない場

合又は上記確認書類を提出しない場合においては、当該事実判明後の総合評

価落札方式による入札に参加する場合、技術点又は評価点を減点するものと

します。 
４．上記３．による減点措置については、減点措置開始日から１年間に入札公告

が行われる調達に参加する場合に行われることとなる。ただし、減点事由の

判明の時期により減点措置開始時期が異なることとなるため、減点事由判明

時に当該事由を確認した契約担当官等により適宜の方法で通知するものとし

ます。 
５．「従業員代表」及び「給与又は経理担当者」の権限等を示す書類等を添付す

ること。 
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